
事  務  連  絡 

令和 7 年 3 月 3 日 

各都府県建設業協会 事務局 御中 

一般社団法人全国建設業協会 

事 業 部 

 

第１回登録土質改良基幹技能者講習会開催の周知について（情報提供） 

 

 平素は本会の活動に対しまして、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、（一社）全国建設発生土リサイクル協会より標記講習会の開催について、

周知依頼がありました。つきましては、貴会会員企業の皆様に適宜周知賜ります

よう、よろしくお願い申し上げます。 

 

・開 催 日 2025年 5月 31日（土）・6月 1日（日） 

・会 場 全水道会館 5階 中会議室（東京都文京区本郷 1-4-1） 

・申込方法 （一社）全国建設発生土リサイクル協会ＨＰ 

          登録土質改良基幹技能者講習より 

https://jasra.or.jp/sict/index.html 

    ・申込期間 2025年 3月 3日（月）～3月 28日（金） 

・受 講 料 27,500円 

    ・定 員 40名 

 ※ 受講資格、講習内容と試験等の詳細については、別添チラシ（PDF）でご

確認ください。 

 ※ お問合せは、（一社）全国建設発生土リサイクル協会 TEL：03-3526-2129 

 

【添付資料】 

・JASRA登録土質改良基幹技能者講習周知依頼文_添付資料付 V2  

担当：事業部 八重樫 

TEL：03-3551-9396  

FAX：03-3555-3218 

e-mail：jigyo@zenken-net.or.jp 

https://jasra.or.jp/sict/index.html
mailto:jigyo@zenken-net.or.jp


令和 7 年 2 月 14 日 

一般社団法人全国建設業協会 

会長 今井 雅則 様 

一般社団法人全国建設発生土リサイクル協会 

理事長 赤坂 泰子 

 

第１回登録土質改良基幹技能者講習会開催の周知について（御依頼） 

 

立春の候、貴協会におかれましては、ますますご隆盛のこととお慶び申し上げます。 

当協会は、令和 3 年 4 月に国土交通省及び関係者のご支援をいただき、建設発生土リサイク

ルに関する全国初の業団体として設立されました。当協会の会員数は、令和 7 年 2 月 12 日時点

で正会員 70 社、賛助会員 32 社、特別会員 2 社合計 104 社となっております。 

当協会は、令和 4 年 9 月に策定した 2050 年までの長期ビジョンである「JASRA VISION 2050」

に基づき活動してきております。「JASRA VISION 2050」で掲げた主要事業の１つとして「登録土質

改良基幹技能者」制度があり、令和 6 年 8 月 8 日に国土交通大臣より「登録土質改良基幹技能

者」講習実施団体として登録を受け、第 1 回講習会を添付資料のとおり令和 7 年 5 月 31 日、6

月 1 日に東京で開催することにいたしました。 

つきましては、貴協会傘下の都道府県建設業協会に対する本講習会開催の周知等について、

御協力、御配慮をお願い申し上げますとともに、当協会活動への御支援・ご協力を賜れば幸甚で

ございます。 

敬具 

 

※添付資料（ＰＤＦ） 

・第 1 回登録土質改良基幹技能者講習会開催案内 
 A1 版ポスターを用意しております。ポスターをご希望の都道府県協会様は下記、問合せ先まで、ポス

ターの必要枚数をメールにてご連絡いただければ、郵送させていただきます。（郵送料は当協会負担） 
・（一社）全国建設発生土リサイクル協会 概要 

 

＜本件に係る問合せ先＞ 

一般社団法人全国建設発生土リサイクル協会 

専務理事 髙野 昇  

e-mail: takano@jasra.or.jp 

 



お問合せ TEL：03-3526-2129　FAX：03-3526-2139
Email：register@jasra.or.jp

〒101-0023 東京都千代田区神田松永町22番地

全国建設発生土リサイクル協会
JAPAN SOIL RECYCLING ASSOCIATION一般社団法人JASRA

土
の
未
来
を
変
え
る
。

主任技術者要件としての位置づけ
（とび・土工工事業又は土木工事業）

経営事項審査Z点（技術力）に
3点の評価

建設キャリアアップシステムでの
最高位：ゴールドカード

総合評価落札方式での
加点

2025年5月31日・6月1日土 日

次の条件を全て満たす者
❶土工工事に関し、建設業法（昭和２４年法律第１００号）別表第一に揚げる「とび・土工工事業」又は「土木工事業」について、
　単一の業種で土質改良技能者として10年以上の実務経験を有する者
❷上記と同業種で3年以上の職長経験を有する者　❸別に示す公的資格を有すること

開　催　日

全水道会館 5階 中会議室（〒113-0033 東京都文京区本郷1-4-1）会　場

受 講 資 格

土質改良に関する一般知識、関係法令、施工管理・計画、資材・品質管理、安全管理等に関する講習(2日間600分）と試験（60分）講習内容と試験

2025年3月3日（月）から3月28日（金）〈定員：40名　受講料：27,500円（非課税）〉受講申込期間

登録土質改良
基幹技能者講習第1回

一般社団法人全国建設発生土リサイクル協会ホームページ https://jasra.or.jp/ ※2025年3月3日（月）に受講申込ホームページ開設予定受講申込方法



登 録 ⼟ 質 改 良 基 幹 技 能 者

次に示す条件を全て満たしていること。
ア.建設業法（昭和24年法律第100号）に基づく「とび・⼟工工事業」又は「⼟木工事業」

について、単一の業種で10年の実務経験と、同業種で3年以上の職⻑経験を有すること。
イ. 職⻑・安全衛⽣責任者教育
ウ.次のいずれかを保有すること。
①⻘年優秀施⼯者不動産・建設産業局⻑顕彰
②地山の掘削及び土止め支保⼯作業主任者技能講習
③地山の掘削作業主任者技能講習および土止め支保⼯作業主任者技能講習
④特定化学物質および四アルキル鉛等作業主任者
⑤特定化学物質等作業主任者
⑥公害防止管理者⼀般粉じん

エ. 次の(1)(2)(3)の区分ごとにいずれかを保有すること。
(1)⾞両系資格について、次のいずれかを保有すること
①⾞両系建設機械（整地・運搬・積込み⽤及び掘削⽤）運転技能者
②⼩型⾞両系建設機械（整地・運搬・積込み⽤及び掘削⽤）の運転特別教育（機体重量3t未満）

(2)クレーン系資格について、次のいずれかを保有すること
①⼩型移動式クレーン運転技能者（つり上げ荷重1t以上5t未満）
②クレーン運転の特別教育（つり上げ荷重5t未満およびつり上げ荷重5t以上の跨線テルハ）
③移動式クレーンの特別教育（つり上げ荷重1t未満）

(3)玉掛け資格について、次のいずれかを保有すること
①玉掛け技能講習（つり上げ荷重1t以上のクレーン等）
②玉掛けの業務の特別教育（つり上げ荷重1t未満のクレーン等）

講習受講要件



＜一般社団法人全国建設発生土リサイクル協会（JASRA）概要＞ 

名称等 一般社団法人全国建設発生土リサイクル協会(英語 Japan Soil Recycling Association) 

日本語略称：発生土協会  英語略称：JASRA 

設立日 2021 年 4 月 16 日 

所在地 〒101-0023 東京都千代田区神田松永町 22 番地 成瀬秋葉原ビル 9 階 

電話等 TEL:03-3526-2129 FAX:03-3526-2139 

URL https://jasra.or.jp/ 

役員等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024年 
8月22日 
第5期総会 
終了後 

理事長 赤坂 泰子 宮城県建設発生土リサイクル協同組合 理事長 非常勤 

副理事長 田中  均 石川県建設発生土リサイクル事業協同組合 顧問 非常勤 

副理事長 戸髙 康之 NPO 法人埼玉県建設発生土リサイクル協会 相談役 非常勤 

専務理事 髙野 昇 一般財団法人 先端建設技術センター 企画部参事役 非常勤 

常務理事 小重 忠司 NPO 法人埼玉県建設発生土リサイクル協会 副理事長 非常勤 

理事 田中 直継 株式会社環境施設 代表取締役 非常勤 

理事 張本 洋二 長崎県建設発生土リサイクル事業協同組合 理事長 非常勤 

理事 大坪 尚宏 大坪ＧＳＩ株式会社 代表取締役 非常勤 

理事 柳生 豊晴 株式会社山陽地質コンサルタント 顧問 非常勤 

理事 中谷 泰之 株式会社奥村組 取締役 執行役員 土木本部長 非常勤 

監事 砂川 俊郎 横浜改良土センター株式会社 所長 非常勤 

監事 奥野 廣造 株式会社 オクノコトー 副社長 非常勤 

顧問 勝見 武 京都大学大学院地球環境学堂 教授 非常勤 

顧問 川本 健 埼玉大学大学院理工学研究科 教授 非常勤 

顧問 塚田 幸広 (公社)土木学会 元専務理事（アジア航測株式会社 総括技師長） 非常勤 

顧問 島田 啓三 建設廃棄物協同組合 元理事長 非常勤 

顧問 阪本 廣行 株式会社フジタ 土木本部 土木 EC 土壌環境部 非常勤 

事務局 川島 徹 一般社団法人全国建設発生土リサイクル協会 常勤 

会員 

 
2025年2月 
12日現在 

特別会員 一般財団法人日本建設情報総合センター 

株式会社建設資源広域利用センター 

正会員 ７０社 

賛助会員 ３２社 

 


